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総要素生産， 性 (TFP) 成長率について 
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1 . 序 

本稿の目的は ， 1980 年代の日本の 電力企業の 

総要素生産性 (TotalFactorProdu,ctivity) を 

推計することであ る．植草 益編 『講座・公的 規 

別 と産業 ①，電力Ⅰにおいて 端的に指摘され 

ているように ，近年，電力産業を 取り囲む環境 

は大きく変化し 今や電力産業はこの 環境変化 

に対応して変貌を 余儀なくされている． この環 

境変化への対応が 強い規制の下で 効率的に行わ 

れているのか ，生産性において 経営上の非効率 

が顕現していないかという 問題は，ほかの 諸課 

題と並んで重要な 論点となっている．本稿では ， 

1980 年代をとおした 各電力企業の 生産性の変化 

を 提示しあ わせてその特徴を 明らかにする・ 

主な結論は 1970 年代以後ほとんどの 期間・会 

社において， TFP は明らかに低下してきてお 

り，電力企業にとって 重大な費用低下要因とし 

て働いてきたということであ る．本稿で生産性 

を 求めるために 用いた方法は ，従来の方法に よ 

う に，供給容量の 増加に よ る発電量の増大の 効 

果と，稼働率の 上昇に よ る発電量の増大の 効果 

とを分けずに ，総供給量を 総費用の決定要因と 

する場合と異なり ，供給容量の 効果と，稼働率 

との効果を明示的に 区別していることに 特徴が 

あ る．その結果，供給容量に 対する規模の 経済 

性はすべての 場合に負の値をとり ，費用低下 要 

因 として働いてきたことが 分かる一方，稼働率 

は 対象期間全体の 平均で費用上昇要因として 働 

いていることが 明らかとなっている．負荷率の 

変化は 70 年代には費用を 低減させるように ， 80 

年代にはおおむね 費用増大要因として 働いてい 

る． この傾向は総費用の 負荷率にたいする 弾力 

性 が一貫して低下していることに 対応している． 

最後に企業の 経営上の効率化を 示す部分につい 

て触れ，規模の 経済性など技術的な 要因によっ 

て費用増大傾向がそれほど 激しくなく，余裕が 

あ る電力会社ほど ，非効率化する 傾向が強 い こ 

とを明らかにする． 

2. 総費用関数モデル 

本稿で総要素生産性を 推計するために 使用し 

た最終モデルは 

Iog  Ci,=  G  (lo9  の め 1og  Q2 め 1og  T あ D) (1) 

で 示される総費用モデルであ る・ただし 

suffRX if'. i 企業Ⅰ 期 

C@ 。 : 総費用 

w,t=(p,t,uu) ' 要素価格 

Q": 生産可能容量 

  7,it, T22,t,T3.t) : 技術要因 

T,;,: 稼働率 

Tw2t 二 (T2i 。 t TQ,,) : その他の技術要因 

D : 企業ダミー 
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そ それぞれ示している． このモデルは 資本費用 

を陽 表 的に分離した 形とはなっていないという 

意味で総費用モデルであ る． しかし Fussand 

Wave,mann [1992] の方法にしたがって 負荷 

率を明示的に 含んでおり， さらに費用関数の 導 

出 過程では資本設備の 固定性を明示的に 考慮し 

ている． 

以下この節では ，上記最終モデルの 導出過程 

を示す・基本となる 費用モデルは ， 

C 珪 ( ひぬ 曲 f, む z, ょ廿 ， Tz2U) 二仏 C(Vil, 佑 f, 巾ぬ Ⅰ 2 力士Ⅱ れ ・ マ廿 

であ る・ただし ここで 

qif 二刀 "Qi,: 総供給量 ( 総電力需要量 ) 

xn: 擬似固定要素投入 量 

VCC: 変動費 

であ る．疑似固定要素とは 資本設備など 短期的 

には固定的であ るが，長期的には 要素価格 u" 

を 考慮して調整されていると 考えられる投入要 

素であ る・ したがって，疑似固定要素の 投入貢 

㌔は ， 

一ロ， VC  ( ひ it,qi0  %t,  f2i,)=  Uiz 

を 満たしているとき ，長期均衡の 状態にあ ると 

考えられる・なお ，この時の総発電量 q,, は ， 

Qi, 二刀 *Q" を 満たしていると 考える・ここで 

7V リ 二刀 * は 「望ましい水準の 稼働率」であ る． 

仮定により長期均衡の 状態にあ るときに ; 

一心Ⅴ C  (Ui,,  T 」 *  Q わ掲 t,  Z2i,)  =  Uiz (2) 
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1) ただし Fuss andWavermann においては電力 

産業ではなく ， 自動車製造業の 生産性が推計さ 
れているので ， ここで いう 負荷率は稼動率であ 

る 

式 (2) を巧について 解くと，毛は 毛 ("i ゎ 

叫 " Q ぬ毛 " 乃 *, ㌧ i,) として表すことができ 

る ・この 毛，を 最初の総費用決定式 C" に 代人 

すると，結局 

C" 二 C"(u ぬ ui 。 Q", T,i" ℡。 ) 二 C"( ゆ i"Q;" r"), (3) 

となる・ さらに， 9 電力 23 年間のプールされた 

パネルデータを 用いるために ，企業ダミー D 

を 導入する・ この ダミ 一変数は，総費用関数の 

0 次項およびすべての 1 次項に関与し 企業ご 

とに異なる値を 可能にするが ， 2 次項はすべて 

の企業について 同じであ るものとする． したが 

って，総費用関数はすべての 企業について 同型 

であ るが，その位置は 異なっているものとする   

以上によって ，冒頭の最終モデル (1) の形を 

得る． 

3. 7FP の算出とその 変動の要因分解 

全要素生産性成長率のデ イ ヴィジア指数は ， 

ム lo9( ヴ ) 一 ZkS@ ム lo9( ノり (4) 

であ る・ ただし 沖 ，凡はそれぞれ 第 k 番目 

の要素投入貢および 総費用に占めるシェアを 示 

している． この指標は ， 

一 M ム log(C/g) 一二 ASA ム lo9( の 力 ] (5) 

と等しいことはよく 知られている．本稿で 算出 

されている TFP 成長率は基本的にはこの 式に 

よって定義される． 

同一企業の異時点 り二 0 ， f 二 l) 間のコス 

ト 変動 1og(C) は ， 

柑 og(C,) ヨ l0R(C,,) 一 log(Cio) 

alog(Q り 

コ - 一泡 2 Ⅰ [ aloR(C -" dlo 引り幼 り   りた = り *@laloS( + 一一一一 り *                                                                 

+ 一 [ 目 一一 別 aq a@g(Q@  C,)    e=QH  十一 刮 a@g(Q) o9 (Cl)                 Ⅱ。 甘 (Q カー log(Q,o1] 
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aiog(c,) 
十一 2 Z ％   mg,C %o9(7 利 刀 り ¥T=T],I‖iog(T l 「 ,o)   T=@T, ゆ   [ め g( 「メリー log(T,,o)l 

で与えられる   シェパードのレンマを 用いると， 

この変動は 

Alog(C) く 6) 

二三。 [5 目 十ふ i り [Iog(WM) 一 lo9( 磁 H 力 ]/2 

千 [ECQi, 十 ECQ, り [log(Q;,) 一 log(Q, 力 ]/2 

千 ㍉ [ECT 沖十 EC 乃 i 口 [lo9( 乃 Ⅱ ) 一 lo9( ハ ; 力 ]/2 

と 書き直すことができる・ただし あ は 総費 

用に占める 第麦 要素費用のシェアを ， ECQ 

ECT は総費用の供給容量および 各技術指標に 

対する弾力性をそれぞれ 示すものとする   

ここで， ぬ二 Q,,T 血であ るから式 (6) の 

両辺から Iog(q7) を控除することに よ り ， 

ム log(C/d (7) 
二三， [S 抽十凡 id  [lo9( 援用， ) 一 Io9( 磁 々， 力 ]72 

千 [ECQi,+ECQio 一 2] [log(Q;,) 一 Iog(Q; 力 ]/2 

千 [ECT 」 H 十 ECT,i0 一 2] [log(T,i,) 一 log(T 」 お ]/2 

千 Z が， [ECT 戸十 EC 乃 ; 目 [lo9( 乃 i 」 ) 一 lo9( 乃 i 力 ]/2 

を 得る． したがって， 式 (5) よ り 

A¥og(TEP ， ) (8) 
二 log(TE 月 ， ) 一 log(TER ぶ 

二一 [4l0g(CZg) 一 Ⅹ ふか ln(WD  ] 

三 一 [EcQ,, 十 EcQ,0 一 2] [l0g(Q,,) 一 l0g(Q,d]72 

一 [EcT,,, 十ぢ cT,,0 一 2]  [log(T,,,) 一 @og(T,, み ]72 

一 %, ￥ ， [ECT ル十 ECT,,d  [log(T が ， ) 一 log(T 艇 )]/2 

となる． この式 (8) は， TFP 変動をその要 

因に分解するために 用いることができる・ 右辺 

の第 1 項は，供給容量に 関する規模の 経済性に 

よるコスト低減分 き ，第 2 項は稼働率の 変化に 

対応するコスト 低減分 る ，第 3 項はその他の 技 

術 要因に対応するコスト 低減 介 そそれぞれ示し 

ている． 

4. トランスロバ 総費用関数 

生産要素として ， ん二 F 燃料，々 二 L 労働，々 

二 K 資本を，技術要因として ゴ二 2 負荷率， ゴ 

二 3 タイムトレンドをそれぞれとる． タイムト 

レンドのみは 対数形ではなく 直接に総費用関数 

に入るものと 仮定する． 関数形としては ， もっ 

とも前提とする 仮定の少なくてすむトランス・ 

ログ形を選択する． したがって総費用関数は ， 

@R(C,,) 二口 0 千 ㏄㏄ D, 十三パ め十め ， D 。 ) № S 切々，， (9) 
十ぴ ，十戸，， D")logQ,, 十三 J( ヰ十ら ， D 力 logT,it 

十 [ 遇い ，， (lo9 田ぬ )2 十円 1(IogQ,,)2 

十目が 刀 uogT ル )2]72 

十三も々くれ 三 m6,mlo9 砂地 @ogW の， ( 

十三用 セ Ⅹ漣が logT 戸 @gT 何 十三八，」 logW 杭 logQ,f 

十 ニ ス かか 09 田ぬ logT ル 十三， 巧 ， loeQ;,@oeT,,f 

となる・ただし loe(T,J,) 二ボ ， ( 暦年 ) と読 

み替えるものとする・ この式から，稼働率 乃 i,, 

および供給容量 Q" に対しての弾力性 EC 乃 " 

および ECQ,,, は，それぞれ 

ECT," 二 8, 十 0 ，， D,,+  メ ゆ み ogT, ソ " 

十 2 か々 Jloe 砂地士 巧 ， logQ れ (10) 

ECQQ 九二九 +Pt,D,, 十円， 1ogQ,z 

十三八ね logW 肋 十三 メ 。 か ogT ソ iz (1 Ⅰ ) 

となる． 

ところで総費用関数は ，現実の総供給量りⅠ 

QT, と 擬似固定投入要素 ( 資本 ) を通して稼 

働率および供給容量に 依存する・擬似固定投入 

要素の投入量は ，長期均衡においてこれらの 諸 

量 に応じて選択されていると 仮定したからであ 

る． しかし 包絡 面の定理により ， TJ" Ⅰ T," 

の時には現実の 総供給量りⅠ Q 乃を通した効 

果のみを考えればよい． したがって，稼働率 お 

よび供給容量はヮ 二 Q 乙 だけを通して ，同型で 

総費用を決定すると 考えてよ い ので，弾力， 性 
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EC ℡ " ECQ ねは常に等しい． この性質はすべ 

ての T, Q  砂の値について 成立しなければな 

ら な い ので， 式 (10) および (11) のそれぞれ 

の係数を上 ヒ駁 することにより ， 
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という関係がなければならないことが 分かる． 

推計に 2 0 係数が与えられると ，最初の制約式 

から未知の最適稼働率 T 」 " を， 

T 」 " 二 eXp[ ぴ ， 一 6 」 )/( ゆ 万一 げ 」 ， )] (13) 

と 求めることができる． 

さらに，シェパードのレンマに よ り，均衡で 

は，すなわち 稼働率 乃 "=7," の時には， 
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十九り ogQi, 十三かり og  T,,f 

が 成立する． この関係が不均衡時にも 成立する 

と仮定する． どのような外生変数の 値について 

も 叉 ， S, 二 1 であ るから，係数の 間に対称性の 

条件とあ わせて， 

Z 。 ㏄。 二 1,Z 。 ㏄用 二 0 ， 沈 A6% 二 0 ， 6 献 二 6 。 梯 (15) 

Z 必 kl 二 0 ， 2, ば ki 二 0 ，ゆか ニ ゆめ 2 。 A め七 0 

が 成立していなければならない． 

実際の推計作業は 総費用関数をシェア 関数と 

あ わせて，係数にたいする 制約条件の下で 

SURE モデル (Seemingly Unrelated Regres. 

sion) として， Zelmner の繰り返し法によって 

長元推定量を 求めることになる． しかし求め 

なければならない 係数の数が極めて 多いので， 

自由度の節約および 逆行列を求める 際の誤差の 

積算をなるべく 避けるため，制約条件を 最初か 

ら 推計 式 に課し導き出された 式を推計する   

この方法によっても ，同じ推計式を 得ることが 

知られている． したがって，最終的に 推計され 

る回帰式は以下の (16), (17), (18) の 3 本で 

あ る． 

log(Cf7% れ )= ㏄ n 十 ㏄ 砧 D, 十 ( の K 干れ K 。 D")lo9( ひ K, ノひ E,,)  ( Ⅰ 6) 

十 ( れ十 ㏄ L,D,,)lo9( 卸ムノ W 丘 力 十月 iIogQ,, 十 0JlogT 加 

+P,,D,,log(Q,f 「 加 )+6@,>loeT2,,+0 力 0 ，， l0K7,2,, 

+ け 3+ 偽 ， D,,)T:,+6frloe 也 Ⅱ， lo9( 卍ぬ /u ノ E,,)/2 

十 6L ロ o9 ひ た ， 卜 e( 田 1, ノてり ㌔，， )/2 

+"KL[@9 れ択 " 卜 9( ひム ， 7% 血 ) 一 @B ゅゎ ， Ioe ひ E, コ 

+OrE( № g ひ E,,)272+ ゆ ，八 @gTl,,)2/2 千ゆ 2, Ⅱ ogT2,i)2/2 

千ゆ ㌍Ⅰ 7/2+ げ JJ Ⅱ @9Q 。 ， )2/2 千 @9Q,,@gTJ 山 

千 佗 ,doC 「 2,,@g(Q,,T,,i)+ 中 ， 3T,,,@g(Q,,T,,,) 

十佗 2%oKTg,,T',+  人 f,lo9( れ吹 ， ノれ佗 ，， )@og(<9,, 「 J,,) 

+  A ん ， @g(wt,,e/ ひ助 )@g(Q,,TJ,,) 

十 A,c 尹 oe( れ吹 ， ノ 功用 )logT2 れ 

十 A は loe( れ仏ソれセ れ 乃 0g,T22" 十 AK 却 os( れ沢， ノれ 枕り T,, 

十 A は @9( 珂 1, ノひ E,,)T,, 

SK れ二㏄ K 十 ㏄ K,D れ十 6K:   @loe(WK, ノ WE,,) (17) 
+t>R, 「 toe( 竹丘 ノれセ ，， ) 千入 KUOS(Q"T,,,) 

+AK2logT 拓 +AK3T:, 

S ム ，，二 ぬ干 れ， D,,+6L7 № 9( 竹丘 ノ磁 E,,) (18) 
十 6Kdog  ( 辺 Kl ノれセ J,)+  A,ZIog  (Q,@T,,,) 

十 A は log  T 拓士 AM  T,, 

5. 推定された 宙円 関数 

推計に用いた 変数の定義は 基本的に伊藤・ 中 

西 [1988] にしたがっている．詳細は 付録を参 

照されたい．表 1 は推定された 費用関数を示し 

ている．第 4 節で示された 係数にたいする 制約 

の他に円、 二 0, および p,, 二 0 を制約条件に 加 

えた．得られた 係数から推定される 最適な稼働 

率は， 式 (13) を用いて 

Ⅱ * 二 exp  ( 万字三音 7)  =exp （ 0.6128 0.4600 一 0.7961 一 0 ） 二 0.6713 

と 算出される． さらにこれらの 係数の推計値 か 
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表 1  推定された係数 

  54 625 0 ・ 2 5 
0 ． 2522 0 ・ 0046 626 0 ・ 7665 0 ， 0273 

0 ． 862 0 ． 0117 927 0 ・ 3710 0 ・ 0185 

  

決定係数 0 ． 9978 

自由度調整済み 決定係数 0 ． 9970 

Log@ Likelihood 542. 5 
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稼働率にたいする 弾力性 ECTl 

串柿 

0.2657  0.4516  0.3839  0.360 Ⅰ 

0.2491  0.4502  0.4044  0.386 す 

0.3245  0.4181  0.3853  0.3976 
0. 4099  0.5192  0. 4930  0. 4576 
0.4797@ 0.6334@ 0.5921@ 0.5807 
0.5058  0.6453  0.5925  0.5712 

0.6000@ 0.6810@ 0.5750@ 0.5538 
0. 6521  0.7010  0.5772  0.5984 
0. 68%5  0. 6351  0. 5438  0. 5108 
0 . 6777  0, Ⅰ 845  0. 6273  0. 6252 

0. 6953  0.8658  0.6775  0.7059 
0, 6889  0.820 フ 0.7187  0.6997 
0. 6778  0.8348  0.7260  0.6852 
0. 6950  0.8020  0.6986  0. 6924 
0. 6667  0.7866  0,708L  0.7260 
0.6603  0.7580  0.6927  0.7439 

0.5536  0.6039  0.5246  0.5645 
0. 5773  0.64 エ 8  0.5562  0, 5860 

0. 5844  0.6518  0.5519  0. 5686 

0. 6204  0.7034  0.6206  0. 62 す 5 

0.5890  0.7701  0.6655  0.7073 

0. 5900  0.7944  0-6414  0. 6852 

0, 5385  0. 0152  0. 6440  0. 6594 

表 2-2  供給 容 Ⅰに対する弾力性 ECT 

羊皮 " 口 " 申伍 

1970 0.3248@ 0.3279@ 0.3681@ 0.3565 
197 Ⅰ 0.3197  0.37 エ 5  0 ， 4231  0.3899 

エ 972 0.3499 0 ． 3975 0 ， 435 エ 0.4 エ 38 

エ 9 ワ 3 0.3960@ 0.4793@ 0.5384@ 0.5225 
エ 974 0.5127  0.6316  0.6709  0 ， ワ 014 

エ 9 ワ 5 0.5522  0.6606  0.6969  0,6943 
エ 976 0.6059@ 0.6724@ 0.7009@ 0.6828 
エ 977 0.6331@ 0.6846@ 0.6977@ 0.7209 
ェ 978 0.6536@ 0.6496@ 0.6372@ 0.632L 
エ 979 0.7057@ 0.7744@ 0.7234@ 0.7725 
1980 0.7701@ 0.3652@ 0.8230@ 0.8563 
198 エ 0.8 Ⅰ 02  0 ． 905 エ 0.8655  0 ． 8735 

Ⅰ 982 0.8002@ 0. 9278@ 0.8768@ 0.8958 
エ 983 0 .8 エフエ 0. 8772  0 ． 84 エ Ⅰ 0 ． 8640 

1984 0.8209  0.8627  0.8371  0. 909 エ 

エ 985 0.8050@ 0.8699@ 0.7945@ 0. 9088 
1986 0.7804@ 0.7462@ 0.6506@ 0.7263 
エ 987 0.7993@ 0.7687@ 0.6609@ 0.7137 
1988   0 ． 7%99  0 ． 7580  0 ． 6503  0 ・ 7116 

1989 0.758 ユ 0.7828  0.7L エ 2  0.75 Ⅰ 0 

1990 0.7444  0 ・ 8185  0 ． 7333  0 ． 8%35 

199% 0.7130@ 0.8296@ 0.7263@ 0.7911 

1992 0.7195  0 ． 03g ェ 0.7283  0 ． 779G 

ら 算出された各弾力性は 表 2 にまとめられてい 

る ． 供給容量に対する 弾力性 ECQQ は 1970 年 以 

後 常に 1 よ り小さい，すなわち 規模の経済性が 

働いていることが 示されている． 9 社どの企業 

ほ ついても，燃料価格が 上昇しっづけた 1980 年 

2) 最近の規膜の 経済性に対するサーベイとしては 
根本 [1992]  を参照せよ   
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0  ,7496 
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代 前半まで規模の 経済性は低下しており 弾力性 

は 1 に近づいているが ， 1980 年代後半になると 

燃料価格の低下とともに 規模の経済性の 効果は 

復活していることが 分かる． この結果は最近の 

多くの研究の 結果と対照的であ る 2). また ごく 

特殊な状態を 除いてほとんどの 場合について ， 

規模の経済性に 対する弾力性の 方が，稼働率に 
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タイムトレンドを 観察すると，規模の 経済や 

負荷率の低下で 説明できない 技術的な要因によ 

って，総費用は 年率にして 1 一 5 % 程度一貫し 

て上昇しつづけてきたことが 分かる．ただこの 

上昇傾向は最近になって 緩やかにはなってきて 

いる． 

6. 丁 Ⅰ p 成長率とその 要因について 

推計された総費用関数を 用いて総費用の 増減 

を 説明する各要素価格の 増減の寄与および 

TFP の成長 ( 衰退 ) をまとめたものが 表 3 で 

あ る．表 3 の最初の 3 列は各要素の 価格上昇 

( 下落 ) が総費用の年平均での 増減率にどれだ 

け寄与しているかを 示している．たとえば 1970 

年から 1992 年までの燃料価格上昇により ，北海 

道電力の総費用は 年率平均で 1.5% 上昇した． 

TFP と題される第 4 列は TFP の成長 ( 衰退 ) 

によって年平均の 変動率でどの 程度の費用の 増 

大 が説明できるかを 示している．費用の 増大で 

あ るから，この 項が負の値をとるとき TFP は 

成長していることになる．続く 第 5 項から第 8 

項までは TFP 変動を各要因による 効果に分解 

したものであ る． 第 5 項は供給容量における 規 

模の経済性に よ る効果，第 6 項は稼働率の 変動 

に よ る効果，第 7 項は負荷率の 変動に よ る効果， 

第 8 項は以上 3 つの要因で説明できずタイムト 

レンドとして 表れる効率の 変化であ る．第 9 項 

は 以上の要素価格の 上昇， TFP の 成衰 によっ 

て予測される 総費用の年平均変化率を 示してい 

る．最後に第 10 項は観測された 需要あ たりの総 

費用の変化率であ る・以上の計算において ， 年 

平均の変化率は 単年度毎に変化率を 算出したも 

のの幾何平均となっている・ 

燃料価格の寄与は 70 年代の費用上昇要因， 80 

年代の費用低下要因となっていることは 明瞭で 

あ る．労働費用は 常に費用増大要因として 働い 

ている．資本費用は 70 年代にはどの 企業につい 

ても費用増大要因として 働いたが， 80 年代に入 

ると企業によってその 効果はまちまちとなった   

TFP の変化は少数の 例外を除いて ，ほとん 

ど 費用増大要因として 働いている・ これらの値 

は費用関数から 推計される効果であ るため計量 

的な処理の過程で 誤りが入り込む 余地があ る． 

そこで，費用関数を 用いずに TFP の変動を試 

算してみよう．最後の 列で示されている 出力あ 

たりの総費用の 増大率から，最初の 3 項に示さ 

れている各要素価格の 上昇で説明される 部分を 

控除しても TFP の変化を求めることができる   

しかし， この値についても 同様にほとんどの 場 

令 正の 値 となってしまう・すなわち ，やはり 

TFP の悪化が観測されるのであ る． このこと 

からも， 1970 年代以後ほとんどの 期間・会社に 

おいて TFP が低下してきたことは 明らかであ 

る・ 

次にこの ょう に観察される TFP の低下が何 

によって発生しているかを 検討してみよう．供 

給容量に対する 規模の経済性はすべての 場合に 

負の値をとり ，費用低下要因として 働いてきた 

ことが分かる．供給容量の 効果のこの効率化へ 

の傾向に対し 稼働率の変化は 対象期間全体の 

平均で費用上昇要因として 働いている・ こちら 

の傾向は，稼働率が 全体的に低下してきた ，特 
に 70 年代に大きく 低下したことの 効果であ るこ 

とが明らかであ る．従来の方法に よう に，供給 

容量と稼働率とを 分けないで単に 総費用が単に 

総供給量の関数であ ると仮定する 場合，もし稼 
働率が低下する 傾向にあ ると，供給容量に 対す 

る 規模の経済性の 効果と稼働率にたいする 規模 

の経済性の効果とが 相反する方向に 働くから， 

観測される規模の 経済性の効果は 低めにバイア 

スしてしまう 傾向があ ることに注意しなければ 

ならない．この 傾向が根本 [1992] にまとめら 

れている，最近の 研究における 規模の経済性の 

存在への否定的な 結果の原因であ るかもしれな 

レ Ⅰ   

負荷率の変化は 70 年代には費用を 低減させる 

よう に， 80 年代にはおおむね 費用増大要因とし 

て働いている．この 傾向は総費用の 負荷率にた 

りする弾力性が 一貫して低下していることに 対 

応している． タイムトレンドの 効果はすべての 
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表 3  TFP 成長 ( 衰退 ) 率とその要因分解 

1. 18  1  一 2.84  1 0 ． 10  1  2.91  1 

  
@  九州 Ⅰ -1.91  l 0 ． 99  1  一 2.11  l 0 ． 19  1  一 1.09  1  一 0 ・ 28  1  0 ・ 21  1 1.35  1  一 2.84  1  一 1. 78  1 

コストシェアは 現実の値を用いる 
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表 3  TFP 成長 ( 衰退 ) 率とその要因分解 

四国 @  Ⅰ． 28  l 0 ． 81  1  一 2.48  1 1.27  1  一 0 ， 02  1  一 1.09  1  0 ． 65  1 1.72  1  一 2.68  @  一 1.86 

九州 @  り ． 01  l 1.06  1  一 2.06  1  0 ． 19  1  一 1.09  1  一 0 ． 28  1  0 ・ 21  1 1.35  1  一 2.82  1  一 1.78 

コストシェアは 推計されたものを 用いる 
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図 1  技術的要因による 俺 用の増減とタイムトレン 

ドで 説明される傾向の 相関関係   
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場合について 費用増大要因として 働いている． 

しかも TFP の悪化に最も 寄与しているのがこ 

の項であ ることは明らかであ る．通常の産業の 

生産性分析においてこの 項は，技術進歩に 対応 

する 項 として扱われる・ したがって，当然のこ 

とに費用低下要因として 働くのが普通であ る． 

規模の経済性，稼働率・ 負荷率の変動の 他にこ 

の費用増大傾向を 説明する重大な 項が欠落して 

いないかぎり ， この特異な結果は X 非効率の発 

生などなんらかの 効率性の低下を 示していると 
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考えざるを得ない． 

図 1 は，横軸に規模の 経済性， および稼働 

率・負荷率の 変動に 26 費用増大要因の 効果の 

合計をとり，縦軸にタイムトレンドで 説明され 

る費用増大分をとり ，各年度間において 両者が 

どのような相関関係を 持っているかを 示してい 

る・ 70 年代には傾向が 暖昧 にしか分からないが ， 

他のほとんどの 場合について 逆 相関の関係を 持 

っていることが 明らかであ る・すなわち ，規模 

の 経済，性など 技術的な要因によって 費用増大傾 
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何 がそれほど激しくなく 余裕があ る電力会社ほ 

ど，非効率化する 傾向が強い・ 逆に技術的に 他 

の電力会社より 不利な条件にあ る会社ほど，費 

用増大傾向は 押さえられている． この観測は電 

力 9 社内の厳しいヤードスティック 競争に対応 

している． しかし通常のヤード・スティック 

競争の場合には 効率性の低い 企業が企業努力に 

よ り相対的に効率性が 高 い 企業の成果に 近 い 成 

果を達成しようとする 構造が想定されるのに 対 

して， この場合には ，技術的な要因などによっ 

て効率，性の 高い企業ほど ，相対的に効率性が 低 

い企業の成果に 類似した成果となるように 調整 

が行われるため ，全体的に低い 成果となってい 

ることに注意しなければならない． 
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付録 : 推計に用いた 変数の定義 

総費用 (0= 燃料費十人件費 十 資本 費 

燃料費 : 有価証券報告書に よ る 

人件費 = 支払給与 十 退職給与 十 福利厚生 費 

: 有価証券報告書による 

資本 費 = 修繕費 十 減価償却 費十 固定資産税 

十 賃借 量十 水利使用権 十 託送料 

十 財務費用 : 有価証券報告書 

資本価格 (.wK)= 資本財物価指数 

X( 減価償却率十社債・ 借入金利 ) 

減価償却率 = 減価償却 費 

パ期首七期末固定資産残高 /2) 

社債，借入金利 = 支払利息 

/ 期首社債・借入残高 

賃金率 (wtJ= 人件費 / 従業員数 

燃料価格 (WD= 燃料費 / 燃料消費量 

燃料消費量 = 重油換算燃料消費量 (1O3k1) 

十 1.7542X 核燃料消費量 (Kg) 

: 電力需給の概要 

資本費用シェアは ， )= 資本費用 / 総費用 

労働費用シェア ( 助 = 労働費用 / 総費用 

供給容量 (Q) : 認可出力 : 有価証券報告書 

供給量 (q) : 年間需要電力量 : 電力需給の概要 

稼働率 (T 」 )= 需要電力量 (<7)/( 認可出力 (Q) 

X365X24) 

負荷率 (72): 電力需給の概要による 

( とり ぃ あ きお 横浜国立大学経営学部教授 ) 


